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調査概要

調査実施期間

2007年11月1日～11月30日
調査方法及び対象

調査方法

国内の全証券会社を対象としたアンケート調査

個別ヒアリング調査

調査対象

アンケート調査

日本証券業協会の全会員証券会社に対してアンケート調査票を配布

調査票配布数

調査票回収数

有効回答数

316社

251社（79.4%）

192社（60.8％） エクイティ業務を行なっており、株券の決済を

行う証券会社

配布/回収状況
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個別ヒアリング調査（計算会社、証券会社、銀行、株主名簿管理人）

調査概要

受託計算会社14社
アンケート調査の集計結果か
ら算出した「計算会社における
株券電子化対応に関する受託
先数のシェア」

95.2％ （179社/188社※）

※アンケート調査において、委
託先計算会社名を回答しな
かった4社を除いた社数（192
社-4社=188社）

証券会社
（11社）

自社で開発を行っている代表的な地場証券会社3社

計算会社に委託している証券会社から無作為に6社を抽出

銀行等（4行） 地銀、第二地銀から3行および当該銀行を階層構造下に置く受託銀行

株主名簿管理人
（3社）

株主名簿管理人業務を行っている金融機関から無作為に3社を抽出

外部のｼｽﾃﾑ開発会社へ委託して、自社ｼｽﾃﾑの開発を行っている代

表的な準大手ｸﾗｽの証券会社2社（自社開発）

計算会社
（14社）
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調査結果の概要

証券保管振替機構への参加形態

未回答
1%（1社）間接口座管理機関

5%（10社）

直接口座管理機関
94%（181社）

ｎ=192

参加形態
直接口座管理機関

Ａ機関（3社）

Ｂ機関（3社）

Ｃ機関（2社）

Ｄ機関（1社）

委託先未定（1社）

間接口座管理機関対応をする
直接口座管理機関
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調査結果の概要

証券業界全体のシステム開発の進捗率※1

計算会社、自営証券会社ともに、株券担保や区分口座の取扱い等に関する業務理解不足から、基本設計工程における遅れが発生している。さらに、一部

の自営証券会社では、ベンダ選定の遅れや他の業務案件対応に起因する進捗の遅れも見られ、計算会社に関しては全面稼動分について平均
１ヶ月程度の遅れ。自営証券会社では先行稼動分について平均１ヶ月程度、全面稼動分については平均３ヶ月程度の遅れ。

～6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

2007 2008

先
行
稼
働
分

全
面
稼
動
分

基本設計
詳細設計～
単体テスト

連結
テスト

総合テスト

計算会社の調査時点の工程：遅延なし/進捗率45％程度

調査時点の工程：遅延あり（1ヶ月程度）/進捗率30％程度

総工数：10084人月

総工数：2000人月

※1 システム開発スケジュールの提示を受けた計算会社（9社）及び自営証券会社（1社）が想定する平均的開発スケジュールを基に、全計算会社（14社）及
び自営証券会社（7社）のアンケート及びヒアリング結果から、現在の進捗状況を類推した。
※2 2008年10月の総株主通知機能の先行実施に向けての対応（加入者情報の整備、総株主通知機能が対象）
※3 2009年1月の株券電子化制度の開始に向けての対応（全業務が対象）

11 12 1～

2009

先行
稼働分※2

全面
稼働分※3

保
振
の
計
画

接続・送受信確認テスト 業務確認テスト
加入者情報システムの稼働

総株主通知機能先行稼働

接続・送受信確認テスト 業務確認テスト 全面稼働

参
加
者
側
の
計
画
と
進
捗

基本設計
詳細設計～
単体テスト

連結
テスト

総合テスト

自社開発を行う証券会社の調査時点の工程：遅延あり（1ヶ月程度）/進捗率40％程度

自社開発を行う証券会社の調査時点の工程：遅延あり（3ヶ月程度）/進捗率15％程度

計
画

計
画

進
捗

進
捗
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調査結果の概要

2007年
12月

2008年
1月

2008年
2月

2008年
3月

2008年
4月

計
算
会
社

証
券
会
社

クレンジング後データの提供期間
計算会社の
補正点の
反映

証券会社の
終確認

整備
実施

2008年
5月

【計算会社の状況】
• 大半の計算会社は、11月～1月の間にデータを提供

• 一部の計算会社では、提供時期を未定としている。
• 一部の計算会社では、変換ツールを開発/提供することで、

データのクレンジングは証券会社側の作業としている。

クレンジング後データの
証券会社側の補正（確認）期間

【問題点】
• 対応すべき口座数によっては期間が足りなくなる可能性あり。
• 証券会社側の作業計画について、未だ未策定が68％存在

する。（現在検討中と未着手の合計値）

ｎ=192

策定済み
30%

現在検討中
58%

未着手
10%

不明
2%

証券会社における加入者情報整備
の整備計画の策定状況

標準的な加入者情報整備のスケジュール（イメージ）



株券電子化に向けた周知・啓発活動計画  2007．９　　         

2005年 2009年

周知啓発
活動概略

移行対応の事
前預託推進の
主なターゲット

個人投資家等

事業会社
（財務担当者）

証券会社

銀行等

発行会社
（株式担当者）

2006年 2007年 2008年

制度実務等
対応状況

非居住者への周知

●保振制度要綱公表（3月） ●保振システム接続仕様公表（10月） 電子化実施目標日

                                                                        制度詳細周知（制度に対する更なる理解の促進）

                                                                     事前預託の推進強化（株券残量調査を踏まえて）  トラブル解消対応

●保管状況調査(8月)/都道府県別（12月）●株券保管状況調査（10月）

特例期間

制度概要、タンス株等の事前預託の必要性等をマスメディア、
発行会社からの通知等を通じ周知

アンケート結果を元に、マスメディア、発行会社からの通知等を通
じタンス株の預託期限を想定した周知

名義書換の徹底、移行に伴い発生する問題と解決策の周知
（混乱回避）→「所在不明株主」対応

駆け込み預託の対応等 トラブル防止に向けたセミナー、個別相談等によ
る重点フォロー

日本経団連・株懇・各企業団体等を通じ、制度概要を説明/株券の取扱い（預託／特別口座）に関する意思決定の促進

不所持株の取扱い／保有株券の保振預託・特別口座の意思決定／担保差入株券の取扱い（金融機関・他企業への差入）等の検討

制度概要、口座管理機関の実務
システムの対応検討のための情報提供

保護預り保振非預託分の事前預託推進への協力（大量保有法人への個別預託促進、個人・法人への働きかけをサポート）／制度周知・タンス株主等への預託促進をサポート

実務面、システム面の進捗状況の調査・支援等
・実務詳細の確認、情報共有（保護預り保振非預託分、受入代用有価証券の
  取扱い等  移行実務の確認、トラブル解消対応方法等）
・緊急時の対応検討を推進

担保実務（担保受入株券の移行の取扱い、移行後の担保受入れ実務）検討の推進サポート

制度概要の周知（株式担当者等に向けた制度概要・移行に向け必要となる実務概要、登録単元未満株式の処理、
端株の対応等）

株主への制度詳細の周知
（再度、移行までの実務詳細説明、特別口座への移行関連等、
移行直前のコーポレートアクション。特に一斉移行日直前１ヶ月で
必要な実務の確認等。）
移行に関する株主からの問合せ等に対する対応方法の周知

個人・法人のタンス株券

事前預託の促進（株券大量保有企業：特別口座等の検討）/担保差入株券の取扱いの周知

担保受入株関連の実務処理の周知等のサポート

自己保有株券の保振預託・特別口座の意思決定／担保受入株券の取扱い（担保受入株券の移行の取扱い、移行後の担保受入れ実務）の検討

　
制度概要、口座管理機関としての実務システムの対応検
討のための情報提供

自己財産分の株券の取扱い（保振預託／特別口座）に関する意
思決定の促進

制度詳細の周知（アンケート結果から理解不足と思われる点、実務への影響概略、
口座管理機関として参加予定の銀行等に対しては口座管理機関として必要な実務処
理、システム機能等）

保管状況調査より、自己財産株券の取り扱いに関して未定の銀行等に
対するフォロー（制度への理解をサポートし、株券取り扱いの判断を促す）

●保護預り状況調査（5月）/保振制度利用状況調査（8月） ●保護預り状況調査（5･11月）/保振制度利用状況調査（8･12月） ●保護預り状況調査（5月）/保振制度利用状況調査（8月）

　　　特別口座の取扱い(費用負担、受入方針、実作業等)に関する検討、合意形成

トラブル防止に向けたセミナー、個別相談等による
重点フォロー

事前預託の推進/制度概要周知

特例預託対応の事前確認スキーム開始(1月)

総株主通知利用の実株通知(10月)

 事前預託期限(最終)・移行実務の確認

　 担保受入株券

　　　　　　　　　　　　　　　　　 保護預り保振非預託株券

株主への周知（総会決議通知等の株主に対して実施する通知を利用して周知等）
★株主総会集中(６月末) ★株主総会集中(６月末) ★株主総会集中(６月末)

担保株券の一斉移行･想定事務フローの公表(4月)

強化期間(6月末～7月)

●保振システム概説書公表（5月）

▲株券電子化ﾌｫｰﾗﾑ（2月） ▲株券電子化ﾌｫｰﾗﾑ（2月） ▲株券電子化ﾌｫｰﾗﾑ（2月）

「実施まで１年」の周知

事前預託の促進・担保処理の周知の強化

システム整備状況調査

▲発行会社への説明会（7月） ▲発行会社への説明会（7月） ▲発行会社への説明会（予定）

●保管状況調査(8月)●都道府県別（4月）

(日本経団連、日本商工会議所等を通じ：全銀協と協力)

★中間決算等通知(12月頃)

証券決済制度改革推進センター
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